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木更津港木更津港 港湾環境整備事業港湾環境整備事業

港港 湾湾 課課

再評価事業箇所図

木更津港

吾妻地区
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・箇所名・箇所名

・事業所管課・事業所管課

・事業主体・事業主体

・事業化年度・事業化年度

・工事着手年度・工事着手年度

・工事終了年度・工事終了年度

・再評価の理由・再評価の理由

木更津港木更津港 吾妻地区吾妻地区

港湾課港湾課

千葉県千葉県

平成５年度平成５年度

平成５年度平成５年度

平成２１年度平成２１年度

⑥⑥ 再評価実施後一定期間再評価実施後一定期間
（５年）が経過している事業（５年）が経過している事業

６．５億円６．５億円残事業費残事業費

１１．５億円１１．５億円投資済事業費投資済事業費

１８．０億円１８．０億円全体事業費全体事業費

※※平成平成１９１９年度末の進捗率は事業費ベースで年度末の進捗率は事業費ベースで６４．１６４．１％％

港湾緑地①：港湾緑地①：0.4ha0.4ha
港湾緑地②：港湾緑地②：1.6ha1.6ha
港湾緑地③：港湾緑地③：0.5ha0.5ha

合計：合計：2.5ha2.5ha

吾妻地区緑地 整備イメージ図

港湾緑地③
A=0.5ha

港湾緑地①
A=0.4ha

港湾緑地②
A=1.6ha
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JR 木更津駅

木更津港港湾環境整備（吾妻） 事業概要図

港湾緑地②
A=1.6ha
(整備中)

港湾緑地③
A=0.5ha
(整備中)

港湾緑地①
A=0.4ha
(供用中)

評価対象とする便益評価対象とする便益

１．１．港湾周辺地域環境の改善港湾周辺地域環境の改善に関する便益に関する便益

２．港湾就労者の就労環境改善２．港湾就労者の就労環境改善に関する便益に関する便益

３．港湾来訪者の利用機会の増加３．港湾来訪者の利用機会の増加に関する便益に関する便益

４．緑地用地の残存価値に関する便益４．緑地用地の残存価値に関する便益

５．地球温暖化の軽減に関する効果（定量評価）５．地球温暖化の軽減に関する効果（定量評価）

６．災害時の被害の軽減に関する効果（定性評価）６．災害時の被害の軽減に関する効果（定性評価）
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費用対効果分析結果費用対効果分析結果

５．２８５．２８％％EIRREIRR

１．２８１．２８CBRCBR

５．４９８５．４９８億億円円NPVNPV投資効率性投資効率性

B=B=２５．０２５．０億億円円
C=C=１９．５１９．５億億円円

評価指標評価指標

②港湾就労者の就労環境改善②港湾就労者の就労環境改善

①①港湾周辺地域環境の改善港湾周辺地域環境の改善評価対象便益評価対象便益便益便益

44％％社会的割引率社会的割引率

全体供用期間全体供用期間5050年間（年間（平成２２平成２２～～７１７１年度の年度の5050年間）年間）
※※一部供用期間は一部供用期間は平成平成８８～～５７５７年度年度

供用期間供用期間

平成１平成１９９年度年度評価基準年度評価基準年度評価期間評価期間

平成５年度平成５年度～～平成２１平成２１年度年度全体全体

平成５年度平成５年度～～平成１平成１９９年度年度既投資分既投資分整備期間整備期間

１８．０１８．０億円億円全体全体

１１１．５１．５億円億円既投資分既投資分整備費整備費

③③港湾来訪者の利用機会の増加港湾来訪者の利用機会の増加

④④緑地用地の残存価値緑地用地の残存価値

定量・定性的に評価する効果①

～５．地球温暖化の軽減に関する便益の評価～

便益項目 算定式 

二酸化炭素吸収 
単位面積あたりの温帯林炭素固定量の排出権価格 

【算定式】計測範囲(㎡)×3.66円/㎡ 

微気象緩和 
二酸化炭素吸収効果との比率より 

【算定式】計測範囲(㎡)×31.48 円/㎡ 

大気汚染抑制 
二酸化炭素吸収効果との比率より 

【算定式】計測範囲(㎡)×42.46 円/㎡ 

合計 
（温暖化の軽減効果等の算定式） 

【算定式】計測範囲(㎡)×77.6円/㎡ 

出典：「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル（社団法人日本公園緑地協会）」 

敷地面積 樹林面積 温暖化の軽減効果等 

2.5ha 0.2ha 155 千円 



5

 

 

防災機能 

 

 

 

 

 

防災活用公園施設 
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修景施設 植栽  ●  ●    

休憩所   ● ●    

ベンチ・野外卓   ● ●    

パーゴラ・四阿   ● ●    
休養施設 

多目的広場 ● ● ● ●    

駐車場 ●  ●  ● ● ● 

水飲み・手洗い場   ● ●    その他 

トイレ   ● ●    

定量・定性的に評価する効果②

～６．災害時の被害の軽減に関する便益の評価～

港湾緑地③
A=0.5ha

港湾緑地①
A=0.4ha

港湾緑地②
A=1.6ha

 再評価（H14） 再々評価（H19） 

全体事業費 ２２．２億円 １８．０億円 

事 業 期 間 平成５年度～平成１７年度 平成５年度～平成２１年度 

事業計画変更
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【別紙様式５】      再々評価事業に関する調書 

番 号 ２ 事 業 名 木更津港港湾環境整備事業 路線又は箇所名等 木更津港 吾妻地区 

事 業 化 年 度 平成 5 年度 用地着手年度 ― 工事着手年度 平成 5 年度 

【再評価の概要】 

再評価実施年度 

（基準年） 

平成 14 年度 

(平成 13 年度) 

供用開 
始年度 

平成 18 年度 対応方針 継続 

Ｂ／Ｃ 1.49 総費用 23.9 億円 総便益 35.6 億円 

再評価時の委員会の意見及び当時の状況 

中心市街地に隣接し利用価値が高いと判断されるため、計画に基づいた整備を図り、早期供用

が図れるよう整備する。  

再評価時の進捗状況及び再評価時想定の５年後の進捗状況 

 計  画 進捗状況 5年後の想定進捗状況 

全体事業費 22.2 億円 6.6 億円（29.6％） 22.2 億円（100％） 

用地取得面積 ― ― ― 

供用面積（延長） 2.5ha 0ha（0％） 2.5ha（100％） 
 

【再々評価の概要】 

再評価実施年度 

（基準年） 
平成 19 年度 

供用開 
始年度 

平成 22 年度 

(平成 8 年度) 
対応方針 継続 

Ｂ／Ｃ 1.28 総費用 19.5 億円 総便益 25.0 億円 

 
現在の進捗状況  
 計  画 進捗状況 

全体事業費 18.0 億円 11.5 億円（64.1％） 

用地取得面積 ― ― 

供用面積（延長） 2.5ha 0.4ha（16.0％） 

再評価後の

経過 

及び 

処理状況 

• 再評価時の翌年度からの事業費は、近年の財政状況の影響から予定した予算額を
下回る結果となっている。 

• 海苔漁場が近接し９月以降の工事が制限されることから、前年度に工事を発注で
きる制度や年度明け早々に着手できるような手続きを取ることにより進捗を図っ

ている。 

• 埋立用材に他工事からの建設発生土を有効利用しコスト縮減を図っている。 
• 県内の人口減少が今後の利用者数の減少要因となる可能性があるが、需要量を 
－１０％とした場合の感度分析結果の投資効率性はＢ/Ｃ＝１．１６という結果と

なっている。 

• 木更津市はみなとを活かしたまちづくりを推進するため、本地区の緑地整備を「み
なと木更津再生構想」に位置付け、整備促進の要望が出されている。 

 

社会経済情勢社会経済情勢

ウォーターフロントでの余暇活動、海洋性レジャー、景観・環境ウォーターフロントでの余暇活動、海洋性レジャー、景観・環境
保全等への関心の高まりに対応して、海の自然や港の魅力に保全等への関心の高まりに対応して、海の自然や港の魅力に
触れ合い、快適に利用できる緑地等の整備が求められている。触れ合い、快適に利用できる緑地等の整備が求められている。

市街地に近接している特性を生かし、人々が親しめる憩いの空市街地に近接している特性を生かし、人々が親しめる憩いの空
間として、緑地を中心としたアメニティ施設の整備を図ることが間として、緑地を中心としたアメニティ施設の整備を図ることが
望まれている。望まれている。
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対応方針対応方針（案）（案）

市民の親水空間への市民の親水空間への要請要請の高まりに対応の高まりに対応

地域活性化地域活性化に寄与する緑地整備の推進に寄与する緑地整備の推進

リサイクル製品の利用促進等、整備コストの抑制を図るリサイクル製品の利用促進等、整備コストの抑制を図る

継続して事業を実施し、早期の全面供用を図る継続して事業を実施し、早期の全面供用を図る


